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■はじめに

　07年10月 １ 日、 メ デ ィ ア 業 界 に 衝 撃 的 な
ニュースが報じられました。日本経済新聞社、
朝日新聞社、読売新聞社の３社が、インターネッ
トでのニュース共同配信事業や、新聞販売で業
務提携を結ぶことを発表したのです。熾烈な販
売競争を繰り広げている大手新聞社同士が、こ
のような提携に踏み切るのは極めて異例です。
　「没落」や「斜陽」「危機」「不信」など、最
近の新聞をめぐっては、響きの良いキーワード
がありません。部数増は望めないうえ、広告収
入も右肩下がりの一途をたどるばかり。従来考
えられなかった前述の３社連携は、これまでメ
ディアの王者だった新聞の屋台骨が揺らぎ、大
手の新聞社ですら逼迫した状況にあることを示
しています。
　活字離れや人口の減少、読者ニーズと紙面の
ミスマッチ、また明治時代から続く商慣習やビ
ジネスモデルの疲弊－。この新聞不況について
は、さまざまな要因が語られていますが、最も
影響が大きいと見られるのがインターネットの
台頭でしょう。
　新聞やテレビ、雑誌などの従来のマスメディ
アは、ネットがもたらした破壊的なイノベー
ションに対し、打開策を描けていません。もち
ろん手をこまねいているばかりではなく、その
社会的責務を果たすべく、さまざまな試行錯誤
を続けています。本稿では、新聞を取り巻くネッ
ト社会と、最近のニュースサイト事情について
簡単にご紹介したいと思います。

■新聞社の収益とネット広告

　まずは「危機」とされる新聞社の収益面につ
いて説明します。新聞社は、新聞を読者に販売
することで得られる購読料収入と、紙面に広告
を掲載することでクライアントからいただく広
告料収入の２本柱で成り立っています。両者の
割合は半々か、若干購読料収入が上回っている
か、というところでしょう。
　日本新聞協会のホームページによりますと、
新聞の総発行部数はここ十数年、5200万から
5400万部（日刊紙・朝夕刊セットは１部）の間
を行ったりきたりと、ほぼ横ばいの状態を維持
しています。しかし、消費税増税や再販制度の
見直し問題などを抱えているほか、現状が“老
高若低”の閲読率で、先行きは明るくありませ
ん。
　一方、新聞広告費は減少を続けています。
2000年の１兆2400億円を境に減り始め、06年に
は１兆円を割り込みました。一般的に広告費は、
景気に比例して増減するといわれてきました
が、新聞広告については当てはまらくなりまし
た。大手広告代理店・電通の調査（2006年）では、
マスコミ４媒体（テレビ、新聞、ラジオ、雑誌）
の広告費が２年連続の前年度割れである代わり
に、ネット広告費が30％増（前年度比）と飛躍
的に伸張し、ラジオの２倍を上回る3630億円に
まで成長しました。雑誌（3887億円）を追い越
すのは目前です。
　これほどまでに著しい成長を遂げるネット広
告の魅力は何なのか。それはテレビや新聞など
従来のマスリーチ型広告、とにかく多くの人に
見てもらう、という広告モデルとは異なり、そ
のテクノロジーを駆使することで、その広告が
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“効く”であろう人々に向けて、効率的に発信
できるところにあると思われます。
　中でも、検索したキーワードに関連した広告
を表示する「検索連動型広告」や、閲覧してい
る記事の内容に応じて出現する広告を変化させ
る「コンテンツ連動型広告」が急激に成長して
います。また最近では、利用者の趣味や嗜好、
これまでにどんな情報と接触したかなど行動履
歴を把握した上で、関心を引きそうなジャンル
の広告を表出する「行動ターゲティング広告」
も注目を集めています。
　これまでのマスメディアの発想に近いバナー

（横断幕）広告の売り上げも伸びてはいるもの
の、既存の媒体の発想にはなかった、このよう
なインタラクティブ（双方向）型の広告手法が
クライアントの心をとらえ、ネット広告の成長
を支えています。

■新聞社のニュースサイト

　1995年、マイクロソフト（MS）社製のパソ
コン用基本ソフト「ウィンドウズ95」が発売さ
れました。同ソフトはインターネットに接続す
るための機能を充実させていたことから、その
存在を広め、普及のけん引役になったとされて
います。
　同時期に、他の企業と同様、多くの新聞社の
ホームページも立ち上がりました。新聞社の場
合、一番の売り物は「ニュース」です。インター
ネットの研究なども兼ねて、紙面に掲載された
記事の一部をホームページにもアップする取り
組みが、このころから定着し始めました。
　その後、ネットの即時性を生かして、「発生
モノ」といわれる事件や事故を「速報」として
報じたり、「マルチメディア化」という名のも
とニュースを映像や音声で伝えることに取り組
んだりと、ニュースサイトは進化を続けていき
ます。一方でこの事態は、筆一本で朝夕刊の締
め切りに合わせて原稿を執筆していた新聞記者
に、意識の変容を迫るものでもありました。
　現在、利用者が新聞社サイトの記事を読もう
とする際、私は各社のサイトを大きく３つに分
類できると考えています。オープン型と会員型、
そして読者限定型です。
　オープン型は、記事を誰でも無料で読むこと

できるサイトという意味で、全国紙や多くの地
方紙がこのタイプです。強いていうならば、運
営者側が描いているのは、とにかく多くのアク
セスを集めて広告収入を稼ぐ、というビジネス
モデルになるのでしょうか。
　会員型は、記事を読もうとすると会員登録が
求められるサイトです。一部のブロック紙や地
方紙が採用しています。性別や年齢、居住地や
趣味、嗜好などの情報を登録することで、記事
を読めるようになるという仕組みです。登録は
無料であるものの、煩わしさや個人情報入力に
対する抵抗感もあって、オープン型よりもアク
セス数は落ちる傾向にあります。しかし行動履
歴や記事の閲覧動向などと、利用者の属性のひ
も付けが容易になり、濃密なマーケティング
データを収集することが可能になります。それ
らをサイトや新聞紙面の編成、広告などのマー
ケティングに役立てようとしているのです。
　読者限定型は、サイトの記事は新聞購読者し
か読むことができない、というタイプです。そ
こにはネットは新聞の補完であるという考え方
が根底にあり、新聞宅配を担う販売店の協力を
得ながら、試行錯誤を続けておられるようです。
　一方、これまで「読者」であったサイト利用
者が、コンテンツを作り上げていく「読者参加
型」のサイトが近年増え始めています。このこ
とをネット社会のトレンドを交えながら次節で
説明します。

■Web２・０とソーシャルメディア

　2001年の米同時中枢テロで「ブログ」が一躍
注目を浴びました。技術的な知識がなくても更
新できる日記風サイトで、事件直後、凄惨な現
場の様子や安否情報など、市民目線の事細かな
事実が伝えられたのです。ブログには大手マス
コミをしのぐ情報収集力を秘めていることが分
かり、新しいジャーナリズムとしての可能性を
期待する声が上がり始めました。
　ブログは日本でも03年ごろから増え始め、総
務省の調査では、05年３月末で述べ335万人が
利用しているとしており、また民間の検索サー
ビスの調査（06年）では、全世界のブログの
37％を日本語が占めている、という報告もあり
ます。
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　一方、04年ごろからSNS（ソーシャルネット
ワーキングサイト）の利用者も急激に増え始め
ました。自分のプロフィールや日記を交換し
あったり、趣味や居住地域などでコミュニティ
を作るなど、人と人との出会いや繋がりを支援
するサービスです。日本では「ミクシィ」や「グ
リー」のサービスが有名で、特にミクシィは07

年に利用者が１千万人を突破したと発表してい
ます。
　このように一般利用者がコンテンツを作り出
す「ユーザー参加」型のメディアは、CGM

（Consumer Generated Media＝消費者参加型メ
ディア）とも呼ばれ、最近頻繁に目にするよう
になった「Web ２・０」を構成するキーワード
の一つです。Web ２・０は、05年米出版社の
CEOティム・オライリーが提唱した概念で、「ロ
ングテール」や「集合知」などの単語とともに、
新しい発想に基づくWebサービスのあり方とし
て認知されています。このWeb ２・０とともに、
ブログやSNSなどのCGMは、「ソーシャルメディ
ア」とも称され、新聞社サイトの考え方にも少
なからず影響を与えるようになってきました。
　神奈川新聞社は、04年にニュースサイトをブ
ログ化し、各記事に トラックバックと呼ばれる
相互リンクや、自分のコメントを付けることを
できる機能を設けました。このころ新聞社でブ
ログというと、記者が取材のこぼれ話的なもの
や、日常の出来事をエッセイ風につづるものな
どが中心でしたが、同サイトは報道記事そのも
のに意見を受け付けるという考え方です。無秩
序な書きこみが横行する、いわゆる「荒らし」
や「炎上」が一般的に認知されつつあった時期
でもあり、業界的にはその導入を驚きとともに
受け止められました。その後、産経新聞社が
ニュースサイト「イザ！」を開設。新聞社が提
供するニュースを核に、自社の記者はもちろん、

一般の利用者も同サイト内にブログを設けるこ
とが可能で、情報発信や対話などができる仕組
みを備えています。
　また06年には、日刊工業新聞社と佐賀新聞社
がSNSサイトの運用を開始しました。07年には
河北新報社、新潟日報社なども相次いで参入し、
読者を巻き込んでのコミュニティづくりやビジ
ネスチャンスの発掘に躍起になっています。こ
のように、読者間と新聞社での交流の場づくり
をネット上で行うことが、いま新聞社サイトで
のホットな話題であるといえそうです。

■おわりに

　以上、新聞社を取り巻くネット事情について
説明してまいりました。新聞事業の減収分を何
とかネット事業で補てんしようと、前述したよ
うに各新聞社が知恵を絞っているのですが、な
かなかうまくマネタイズ（＝提供したサービス
をお金に変える）しないのが実情です。
　世界有数のアクセスを集めるニュースサイト
を持つ米紙・ニューヨークタイムズでも、紙の
新聞を廃止して、すべてをネットに移行すると
仮定した場合、収入はそれまでの半分以下に落
ち込み、大幅な赤字になると見込まれています。
新聞社を維持するには、紙を中心にネット事業
をどう絡ませるかがテーマになりそうです。
　以前ブログで話題になった「新聞に関してオ
ツムに突っ込んでおくべき、すでに明らかな10

のことがら」という記事では、ネット上の新技
術は新しい武器にもなる、と指摘しています。
それは今後しばらく、読者との対話の場である
ソーシャルメディアにある、私にはそう感じら
れてなりません。

（京都新聞社　編集局メディアセンター）




